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目的 全国の介護報酬明細個票（介護保険レセプト）から介護サービス利用額を利用時間に換算し，

在宅要介護者のフォーマルケア時間を要介護度別に推計して在宅介護の公平性を検討した。

方法 調査対象は2013年 6 月に介護保険在宅介護サービス（居宅系サービスと通所系サービスを合

わせた狭義の在宅介護サービス，および短期入所サービスに細分化）を利用した全国の65歳以

上の要介護者（要介護 15）2,188,397人である。介護報酬の算定要件に基づいて介護保険サー

ビスのサービス項目ごとにケア時間を設定し，利用者ごとに 1 か月間の利用実績を合算して得

られたケア時間を30で除したものを 1 日当たりのフォーマルケア時間として，これを男女別に

層化した上で要介護度別に集計した。

結果 居宅系サービスと通所系介護サービスの狭義の在宅介護サービスおよび短期入所サービスを

合算した 1 日当たりの総フォーマルケア時間は，要介護 1 で男性97.4分と女性112.7分，要介

護 2 で118.3分と149.1分，要介護 3 で186.9分と246.4分，要介護 4 で215.2分と273.2分，要介護

5 で213.1分と261.4分であった。短期入所サービスのフォーマルケア時間は要介護度とともに

増加したが，短期入所を除いた狭義の在宅介護サービスのフォーマルケア時間は要介護 3 で頭

打ちとなり要介護 45 ではむしろ減少した。狭義の在宅サービスをさらに居宅系介護サービス

と通所系介護サービスに細分化すると，前者は要介護度に応じて増加したが，後者は要介護 3

で頭打ちとなっていた。

結論 在宅介護サービスの利用量を時間の観点から評価した本研究の結果からは，介護ニーズが増

大する要介護 45 の在宅要介護者でむしろフォーマルケアの供給が減少しており，介護保険制

度によるフォーマルケアは必ずしも介護ニーズに対して公平ではないことが分かった。在宅介

護の公平性を保ちつつ介護保険制度の持続可能性を高めるためには，高要介護度者に対して時

間的効率性の高い在宅介護サービスを推進するなどして高要介護度者のフォーマルケア時間を

増加させるような施策を推進する必要があると考えられた。

Key wordsフォーマルケア，在宅介護，介護時間推計，要介護認定，要介護者，介護保険サービ

ス

日本公衆衛生雑誌 2019; 66(6): 287294. doi:10.11236/jph.66.6_287

 緒 言

2000年に導入された介護保険制度によって，それ

までは私費介護サービスなどの自助や家族介護など

の互助によるインフォーマルケアが主体となってい

た高齢者介護に，社会保険制度に基づいた共助によ

る介護サービスがフォーマルケアとして大規模に供

給されるようになった1～3)。「介護の社会化」と呼

ばれるこの政策によって，それ以前は租税を財源と

する公助として生活困窮者への福祉措置に限定され

ていたフォーマルケアとしての高齢者介護が，要介

護状態にあるすべての高齢者に対して，社会保険を

財源とする共助により，資格を持つ介護専門職が介

護サービスを提供する，我が国の普遍的なヘルス

サービス4)の一つに拡大された。

この介護保険制度の導入には大きく二つの目的が
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あった1)。一つは進行する高齢化に備えて介護の供

給を増大させることであり，もう一つは少子化や女

性の社会進出といった家族の構造や役割の変化に備

えることであった1)。しかし介護保険制度の導入か

ら10数年が経過した現在，「ニッポン一億総活躍プ

ラン」として介護離職ゼロが政策課題となっている

ように5)，共助としての在宅介護を提供するため就

労をあきらめる労働者が出現するなど，家族のイン

フォーマルケアが社会的な負担になる状況が出現し

ている。また，高齢者が住み慣れた地域で必要な時

にいつでも医療や介護などの様々なサービスを一体

的・継続的に受けて安心して暮らすことのできる体

制を提供することが地域包括ケアシステムとして推

進されており6～8)，この実現のために在宅介護の充

実が図られている。しかしその半面，介護保険給付

費が年々増加して我が国の社会保障制度が窮迫する

要因の一つになっており9)，これ以上介護給付費を

大きく増やすのは困難である。限られた資源・財源

の中で今後も在宅介護を持続していくためには，イ

ンフォーマルケアおよびフォーマルケアの両者の視

点から，介護をどう公平に分担するのかを検討する

必要がある10)。

インフォーマルケアとしての介護者のケアの供給

量を全国レベルで集計したものとして厚生労働省が

3 年ごとに行う国民生活基礎調査（大規模調査）が

あり11)，主たる介護者が介護に要する時間が報告さ

れている。また小規模ではあるものの，タイムスタ

ディ調査法によって家族の介護時間が調査されてい

る12,13)。これらの報告によれば，要介護度が上がる

につれて家族が提供するインフォーマルケア時間は

延長するとされる13)。

フォーマルケアとしての在宅介護保険サービスの

供給量を全国レベルで集計したものとしては厚生労

働省が毎月公表している介護給付費等実態調査があ

り9)，この調査ではフォーマルケア供給量が，要介

護者一人当たりの在宅介護サービスの利用額として

報告されている。またフォーマルケアの供給を時間

の単位で評価した主なものとしては，介護保険制度

の導入時に要介護度を開発するために実施されたタ

イムスタディがある2)。この調査では，介護施設に

入所している3,400人の要介護者の心身の状態，お

よび提供された介護サービスの種類と提供時間が測

定され，最終的には心身の状態を示す調査項目から

必要介護時間を予測するモデルが構築され，この必

要介護時間から要介護度を一次判定する仕組みが作

られた。しかし，必要介護時間として測定された要

介護度に応じて在宅介護サービスが実際に利用され

ているかについて，介護保険制度の導入後にサービ

ス利用時間を用いて検証されたことはなかった。

そこで本研究では，全国の介護報酬明細個票（介

護保険レセプト）から介護サービスの利用量を時間

に換算して在宅要介護者一人当たりのフォーマルケ

ア時間を要介護度別に推計し，介護時間の観点から

インフォーマルケアや性差も考慮した上で在宅介護

の公平性を検討したので報告する。

 研 究 方 法

2013年 6 月の介護保険受給者台帳に登録された日

本全国の要介護者のうち，保険者たる地方自治体が

データの二次利用を承諾した65歳以上の要介護 1 か

ら要介護 5 の者4,475,213人（男性1,344,597人，女

性3,130,616人）から，介護施設・中間施設・特定

施設入所者，および介護サービス未利用者を除外し

て得られた 1,703,444人（男性 579,422人，女性

1,124,022人）を介護保険サービスによるフォーマ

ルケア時間の推計に用いた。

介護サービスの項目コードごとに算定要件に基づ

いてケア時間を設定し，受給者台帳の要介護者ごと

に介護保険レセプトのサービス利用状況を突合し

て，利用者単位で 1 月当たりサービス時間を集計し

たものを30日で除して 1 日当たりケア時間とし，要

介護別に在宅介護サービス（居宅および通所サービ

ス）と短期入所サービスに分けて集計した。男性は

配偶者から介護されることが多いのに対して女性は

子や子の配偶者から介護されることが多く11)，男性

は女性よりも高介護度になっても在宅介護を受けや

すい等14)，介護状況には様々な要因による性差が存

在するので，男女別に層別化して集計した。サービ

ス時間の設定のため，訪問入浴には 1 回当たり40分

を，訪問リハビリテーションには 1 単位20分を各

コードに割り当てた15)。短期入所はその利用日数か

ら 1 を減じたものに24を掛けてひと月当たりのケア

時間とした。訪問介護などのように項目コードが

サービス提供時間によって細分化されている介護

サービスでは，最長の項目コードでは上限時間はな

く下限時間しか定義されていない点，また経営の効

率化の視点からは下限時間でサービスを提供し効率

化を図ろうとするインセンティブが働きやすい点か

ら，その下限時間を項目コードに割り当てた。ただ

しそのサービスのうち最短の項目コードについて

は，その定義における最長時間を項目コードに割り

当てた。

2006年の介護保険法改正で新設された地域密着型

サービス（在宅サービスは定期巡回・随時対応型訪

問看護介護，夜間対応型訪問介護，認知症対応型通

所介護，地域密着型通所介護）は地域によって大き
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表 在宅介護サービスによるフォーマルケア時間（2013年 6 月)

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

男性 N＝579,422

人数 175,546(30) 178,649(31) 110,782(19) 70,506(12) 43,939(8)

年齢，歳，平均±標準偏差 81.5±7.3 81.0±7.6 80.9±7.6 80.7±7.8 79.7±7.9

在宅介護サービス総計（分/日)

平均±標準偏差 97.4±119.4 118.3±155.2 186.9±254.1 215.2±291.7 213.1±293.1

中央値（第 1第 3 四分位) 72.0(23.3130.0) 84.0(24.054.0) 112.0(40.0216.0) 118.7(40.0250.7) 104.0(32.3254.0)

短期入所サービス（分/日)

平均±標準偏差 18.4±102.1 33.7±143.1 88.1±255.4 119.0±298.0 127.6±298.0

中央値（第 1第 3 四分位) 0.0(0.00.0) 0.0(0.00.0) 0.0(0.00.0) 0.0(0.00.0) 0.0(0.048.0)

通所系および居宅系サービス（分/日)

平均±標準偏差 79.0±67.7 84.7±73.3 98.8±87.2 96.3±89.6 85.5±84.3

中央値（第 1第 3 四分位) 66.7(20.0120.0) 72.0(18.7130.0) 85.3(20.7150.0) 80.0(17.3144.7) 65.7(16.7127.0)

通所系サービス（分/日)

平均±標準偏差 72.5±69.9 76.8±75.6 88.8±89.4 82.8±92.2 64.7±87.5

中央値（第 1第 3 四分位) 56.0(0.0112.0) 64.0(0.0126.0) 78.0(0.0140.0) 60.0(0.0132.0) 24.0(0.0110.0)

居宅系サービス（分/日)

平均±標準偏差 6.6±12.5 7.9±15.4 10.1±19.9 13.5±23.7 20.8±28.1

中央値（第 1第 3 四分位) 0.0(0.08.0) 0.0(0.09.0) 0.0(0.010.7) 2.3(0.016.0) 9.3(0.029.3)

女性 N＝1,124,022

人数 389,498(35) 333,343(30) 188,490(17) 127,945(11) 84,746(8)

年齢，歳，平均±標準偏差 84.1±6.6 84.5±7.2 85.3±7.5 85.6±7.9 85.4±8.3

在宅介護サービス総計（分/日)

平均±標準偏差 112.7±132.2 149.1±186.4 246.4±303.5 273.2±338.7 261.4±331.2

中央値（第 1第 3 四分位) 86.0(30.0150.0) 104.0(36.0182.0) 144.0(56.0294.5) 146.7(56.0336.0) 126.0(48.0341.3)

短期入所サービス（分/日)

平均±標準偏差 24.7±116.8 53.4±179.7 136.0±314.4 169.6±354.3 168.8±342.4

中央値（第 1第 3 四分位) 0.0(0.00.0) 0.0(0.00.0) 0.0(0.048.0) 0.0(0.0144.0) 0.0(0.0144.0)

通所系および居宅系サービス（分/日)

平均±標準偏差 88.0±71.2 95.7±78.5 110.4±95.6 103.7±96.7 92.6±93.4

中央値（第 1第 3 四分位) 80.0(25.8130.0) 84.3(26.8144.0) 96.0(28.0168.0) 83.7(19.8156.0) 70.0(16.7134.7)

通所系サービス（分/日)

平均±標準偏差 81.8±73.7 87.3±81.5 99.1±98.6 88.0±100.1 68.1±97.5

中央値（第 1第 3 四分位) 78.0(0.0126.0) 80.0(0.0140.0) 84.0(0.0156.0) 60.0(0.0140.0) 10.0(0.0112.0)

居宅系サービス（分/日)

平均±標準偏差 6.2±11.4 8.4±15.3 11.3±21.2 15.6±25.5 24.5±32.0

中央値（第 1第 3 四分位) 0.0(0.08.7) 0.0(0.011.3) 0.0(0.013.0) 2.3(0.020.7) 10.0(0.040.0)
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く異なり，時間への変換も困難なため本研究の集計

からは除外した。2013年 6 月における全居宅サービ

ス利用者260.5万人に対して，定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の利用者は0.3万人（0.11），夜間

対応型訪問介護の利用者は0.8万人（0.31），認知

症対応型通所介護の利用者は5.9万人（2.28）で

あり，全体の結果に対する影響は軽微であると考え

られた9)。

また2013年の国民生活基礎調査介護票に回答した

4,785人（男1,652人，女3,133人）中，65歳以上で要

介護度 15 の者4,206人（男1,456人，女2,750人）か

ら同調査の設問「主に介護するものの介護時間」に

ついて未回答または「不詳」と回答したものを除外

した4,021人（男1,398人，女2,623人）を用いて主介

護者によるインフォーマルケア時間の推計を行っ

た。国民生活基礎調査では元来，「ほとんど終日」，

「半日」，「23 時間」，「必要な時に」，「その他」の

選択肢を用いて離散量として介護時間が聴取されて

いる。本研究では連続量としてフォーマルケア時間

との対比を行うために，認知症要介護者の介護時間

を測定したタイムスタディなども参考にし

て12,13,16)，それぞれの選択肢について順に 9 時間，

5時間，2.5時間，1 時間，0 時間に設定し，各区分

の度数分布を用いて，主介護者によるインフォーマ

ルケア時間をフォーマルケア時間の推計と同様に男

女別・要介護度別に推計した。

本研究は，筑波大学医学医療系倫理委員会の承認

を受けて実施された（通知番号10009号，2015年10
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表 主介護者からの介護によるインフォーマルケア時間（平成25年国民生活基礎調査)

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

男性 N＝1,398

人数 384(27) 398(28) 284(20) 185(13) 147(11)

年齢，歳，平均±標準偏差 82.2±7.3 80.9±7.4 80.6±7.5 80.3±7.1 80.2±7.8

インフォーマルケア時間（分/日)

平均±標準偏差 140.1±8.6 203.3±9.8 271.1±12.7 383.4±14.9 385.5±18.2

女性 N＝2,623

人数 764(29) 781(30) 474(18) 341(13) 263(10)

年齢，歳，平均±標準偏差 84.1±6.6 83.9±7.1 86.0±7.3 85.4±7.8 84.8±7.7

インフォーマルケア時間（分/日)

平均±標準偏差 130.2±5.8 178.5±6.8 251.1±9.5 345.5±11.1 359.9±13.3
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月 1 日）

 研 究 結 果

在宅介護サービスによるフォーマルケア時間の推

計に用いた在宅要介護者1,703,444人の基本属性と，

1 日当たりの在宅介護サービスによるフォーマルケ

ア時間の推計値（分/日）を表 1 に示す。フォーマ

ルケア時間は，それぞれのサービスに未利用者が多

数存在し正規分布をとらなかったこと，介護保険制

度としての総サービス量を推計するには平均値が必

要であることから，平均値±標準偏差および中央値

（第 1第 3 四分位）の両者を併記した。男性は

579,422人（34.0），女性は1,124,022人（66.0），

平均年齢は男性全体で81.0±7.6歳，女性全体で84.7

±7.3歳であった。要介護度の分布を男女別にみる

と，要介護 1 では男性が女性よりも少ない傾向が

あった。フォーマルケア時間を男女別にみると，要

介護 1・2 の居宅系サービスで男女の利用に大きな

差がないのを除き，短期入所サービス，居宅系介護

サービスおよび通所系介護サービスのいずれの在宅

介護サービスにおいても男性は女性よりもフォーマ

ルケア時間が短く，この傾向は短期入所サービスで

顕著であった。フォーマルケア時間を男女別に層別

化して要介護度別にみると，総フォーマルケア時間

（居宅系，通所系および短期入所サービス含む）は

要介護 1 から要介護 4 までは要介護度に応じて増加

したが要介護 5 ではむしろ減少した。短期入所によ

るフォーマルケア時間は，要介護 1 から要介護 5 ま

で介護度に応じて増加した。しかし短期入所を除く

狭義の在宅介護サービス（居宅系介護サービスおよ

び通所系介護サービスのみ）によるフォーマルケア

時間は，要介護 3 までは要介護度に応じて増加した

ものの，要介護 3 で頭打ちとなり要介護 4 および 5

ではむしろ減少した。狭義の在宅介護サービスをさ

らに居宅系介護サービスと通所系介護サービスとに

分けてみると，居宅系介護サービスによるフォーマ

ルケア時間は要介護度に応じて増加したのに対し

て，通所系介護サービスによるフォーマルケア時間

は要介護 3 を頂点とし，それよりも高い要介護度で

は減少した。短期入所サービスによるフォーマルケ

ア時間は要介護度に応じて増加した。

調査対象とした基本属性と，国民生活基礎調査の

調査結果から推計した主介護者による 1 日当たりの

インフォーマルケア時間（分/日）の推計値とその

調査対象4,021人の基本属性を表 2 に示す。男性は

1,398人（34.8），女性は2,623人（65.2），平均

年齢は男性全体で81.1±7.4歳，女性全体で84.6±

7.2歳であった。主たる介護者による 1 日当たりの

インフォーマルケア時間は女性よりも男性で長く，

要介護度が上がるにつれて増加した。

 考 察

本研究は高齢要介護者に対するフォーマルケアと

して日本の介護保険制度の下で提供される在宅介護

サービスの利用量を，インフォーマルケアの利用量

と対比させつつ，全国規模で時間を単位として実証

した初めての研究である。この結果からは，短期入

所を除く狭義の在宅介護サービス（通所系サービス

と居宅系サービス）によるフォーマルケアの利用量

は，要介護 13 では介護度に応じて増加するもの

の，要介護 3 で頭打ちとなり，要介護 45 ではむし

ろ減少することが明らかになった。

ヘルスサービスの公平性を確保するためには，等

しいニーズに対しては等しいサービスが（水平的公

平性），異なるニーズに対してはニーズの大小に応

じてそれに見合うサービスが供給される必要がある

（垂直的公平性)4)。この垂直的公平性の概念を介護

保険に当てはめれば，要介護度は介護必要時間に応
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じて判定されているので，介護保険制度の公平性が

保たれているならば高要介護度になるにつれて介護

サービスの利用量が増加するはずである。在宅介護

における要介護度と介護保険サービスの利用量の関

係については，介護給付費等実態調査で報告されて

いる通り要介護度とともに介護保険サービス給付費

は増加するので9,17)，在宅介護の公平性は給付費の

観点からは保たれているといえよう。また既存の報

告と同様12,13,16)，本研究でも要介護度に応じてイン

フォーマルケア時間も増加しており，インフォーマ

ルケアの観点からも公平性は保たれているといえ

る。しかし本研究で示されたように，在宅介護サー

ビスの利用量を時間の観点から評価した場合，通所

系サービスや居宅系サービスの狭義の在宅介護サー

ビスの利用量は要介護 3 で頭打ちになっており，高

要介護者は低要介護者に比べて在宅介護のニーズが

十分に満たされておらず，ニーズが大きい者に対し

てはそのニーズに応じてニーズの小さい者よりも多

くのサービスを供給するべきであるという垂直的公

平性の観点から課題があることが示唆された。

在宅介護の公平性を高めながら要介護者のフォー

マルケアに対するニーズを満たしつつ，家族の介護

負担を軽減して在宅介護の持続可能性を改善するた

めには，これまで昼間の居宅系介護サービスを中心

にサービスが供給されてきた高要介護者に対し

て18)，たとえば通所介護施設内での看護やこれらの

施設への送迎サービスを提供し，2011年度の介護保

険法の改正により導入された小規模多機能サービ

ス6)，夜間の通所サービスなどの夜間に受けること

のできるフォーマルケアを拡充したりするなど，高

要介護者に対する通所系介護サービスを充実させ，

限られた介護資源・財源の中でフォーマルケアの提

供時間を延長するような施策が有効かもしれな

い18)。在宅介護サービスを通所介護や通所リハビリ

テーションなどの通所系介護サービスと，訪問介

護，訪問入浴介護，訪問看護や訪問リハビリテー

ションなどの居宅系介護サービスにさらに細分化し

てみると，居宅系介護サービスの利用時間は要介護

度に応じてわずかに増加したのに対して，通所系介

護サービスの利用時間は要介護 3 で頭打ちとなって

いた。これは低要介護度では時間単価が比較的安い

通所介護や通所リハビリテーションなどの通所系介

護サービスを介護施設に移動して利用することがで

きたのに対して，高要介護度では身体活動能力が低

下して移動が困難になるのに伴って通所系介護サー

ビスの利用が減少し，代わって時間単価が比較的高

い訪問介護，訪問看護や訪問入浴介護などの居宅系

介護サービスの利用が増加することを反映している

のだろう。

本研究の結果からは，要介護度が上がると在宅介

護サービスのニーズが増加するにもかかわらず，

フォーマルケアの供給はケア時間としてはむしろ低

下していた。この高要介護度の要介護者における介

護ニーズとサービス供給の差は，家族等によるイン

フォーマルケアによって埋められていると推測され

る。しかし十分なインフォーマルケアが期待できな

い独居世帯や就労世代との 2 人世帯などでは，在宅

療養を維持するためにより多くのフォーマルケアが

必要である。住み慣れた家でできるだけ最後まで暮

らせるよう地域包括ケアが推進されているところで

はあるが，限られた介護資源をより効率よく分配し

介護による社会的な負荷を軽減するという観点から

は，施設サービスや通所サービスなどのより時間的

効率性の高いサービスをより積極的に供給するな

ど，居宅介護にこだわらない柔軟な介護政策が求め

られている。

通所系介護サービスや短期入所サービスの利用は

施設入所の予測因子であるとの報告がある一方

で19,20)，これらのサービスを利用するほうが介護者

の介護負担が軽減され在宅を維持しやすいとの報告

もあり21)，今のところ通所系介護サービスが施設入

所に対して予防的に働いているのか促進的に働いて

いるのかについての定説はない。高要介護度になる

とフォーマルケアの利用額が増えることが介護給付

費等実態調査で報告されているが9)，本研究の結果

からはフォーマルケアの利用時間は高要介護度では

むしろ減少することが明らかになった。家族等の介

護力が乏しくフォーマルケアを長時間利用する必要

がある要介護者はもともと施設入所リスクが高いと

考えられるが，これらの者では要介護度が上がるに

つれて通所系サービスが利用できなくなってフォー

マルケア時間が減少し，結果としてフォーマルケア

のニーズが充足されず在宅介護の維持が困難となっ

て施設に入所してしまうのかもしれない。

在宅介護におけるケア時間を男女間で比較する

と，フォーマルケアの利用時間は女性が男性よりも

長く，インフォーマルケアは男性が女性よりも長

かった。在宅介護サービスの利用額を男女間で比較

したこれまでの研究では，男性が女性よりもフォー

マアルケアの利用量が多い傾向がみられていた

が14)，利用量を時間でみた本研究では，女性が男性

よりもフォーマルケアの利用が多く，男性が女性よ

りもインフォーマルケアに頼る傾向が強いといえ，

男性は女性よりも通所系介護サービスや短期入所

サービスの利用が少なく，より時間単価の高い居宅

系介護サービスの利用が多いことを反映しているの
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だろう。

本研究の限界として，介護時間として評価するこ

とができなかったケアがあり，フォーマルケアとイ

ンフォーマルケアのいずれも過小評価されている可

能性がある。まず，医療保険で提供されるサービス

（特定の疾患に対する訪問看護，訪問マッサージな

ど）は本研究のフォーマルケア時間推計には含まれ

ていないが，これらは介護保険によるフォーマルケ

アに比べ小規模である。たとえば2013年 6 月の65歳

以上の者における訪問看護の件数は，医療保険によ

るものが17,012件であるのに対して22)，介護保険に

よるものが285,400件となっており9)，これらの介護

保険以外の制度から提供されている訪問看護や訪問

マッサージなどのフォーマルケアを含めたとして

も，推定ケア時間に大きな違いはないだろう。また

通所介護を中心に訪問介護や短期入所を組み合わせ

在宅での生活支援や機能訓練を行う小規模多機能型

居宅介護が在宅介護サービスとして提供されている

が，このサービスは包括払いであるためフォーマル

ケア時間として加算することはできなかった。しか

し小規模多機能型居宅介護の利用は限定的でありか

つ高要介護者の利用は比較的少ないので，本研究の

結果に対する影響は軽微であると考えられた。小規

模通所介護施設において高要介護者が介護サービス

終了後もそのまま施設に宿泊する形態の夜間滞在型

サービス，いわゆるお泊りデイサービスが増加して

いる。これをフォーマルケアとするかインフォーマ

ルケアとするかは議論を要するところではあるが，

いずれにせよ両者の中間に位置するこのサービスは

本研究のケア時間推計には含まれていないため，要

介護者，とくに高要介護度者における総ケア時間が

実際よりも過小評価されている可能性がある。

 結 語

本研究は，日本の在宅介護におけるフォーマルケ

アの利用量を，介護時間を用いて全国規模で評価し

た初めての研究である。利用量を給付費で評価した

これまでの報告とは異なり，フォーマルケアの利用

時間は要介護 3 を頂点として高要介護度では減少に

転じており，介護ニーズが増大する要介護 45 の在

宅要介護者でむしろフォーマルケアの供給が減少し

ており，介護保険制度によるフォーマルケアは必ず

しも介護ニーズに対して公平ではないことが分かっ

た。在宅介護の公平性を保ちつつ介護保険制度の持

続可能性を高めるためには，高要介護者に対して時

間的効率性の高い在宅介護サービスを推進するな

ど，高要介護者のフォーマルケア時間を増加するよ

うな施策を推進する必要があると考えられた。

本研究は，厚生労働科学研究費補助金 行政政策研究分
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Estimation of duration of formal long-term care among frail elderly people in

Japanese communities using national long-term care insurance claims records

Mikiya SATO,2, Nanako TAMIYA, Tomoko ITO, Hideto TAKAHASHI3and Haruko NOGUCHI4

Key wordsFormal care, long-term care insurance, duration of care, community living services, frail

elderly, equity

Objective The aim of this nationwide study was to estimate the duration of formal long-term care, provided

by Japanese long-term care insurance (LTCI) services, among frail Japanese elderly people living

in the community.

Methods The study subjects were 2,188,397 (men: 579,422, women: 1,124,022, age65 years) beneˆcia-

ries who used LTCI services for community living in June 2013. The duration of LTCI services for

community living per diem per capita was estimated by converting the beneˆt amount to duration of

care using the code for service in claims bills according to gender and care levels, which are a nation-

ally certiˆed classiˆcation of individual needs for long-term care (care level 1: lowest need, care level

5: highest need). Subsequently, LTCI services for community living were categorized into respite

services and community services. Community services were further subcategorized into home visit-

ing services and daycare services.

Results The overall average duration of formal care per diem per capita for men and women were 97.4

and 112.7 minutes for care level 1, 118.3 and 149.1 for care level 2, 186.9 and 246.4 for care level 3,

215.2 and 273.2 for care level 4, and 213.1 and 261.4 for care level 5, respectively. Length of respite

services increased gradually with care level, whereas duration of community services peaked at care

level 3 and decreased at care levels 4 and 5. With regard to the community service subcategories,

duration of home visiting services increased with care level, but duration of daycare services peaked

at care level 3.

Conclusion Although the care levels in the LCTI system are designed to assess the need for formal care in

terms of duration of care, our results suggest that the use of formal LTCI services for community

living is not vertically equitable. Services that e‹ciently increase duration of formal care for those

with higher needs for care may improve the equity and sustainability of formal long-term care serv-

ices for community living.
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